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高
い
成
長
を
続
け
る
イ
ン
ド
経
済
で
あ
る
が
、

電
力
、
通
信
、
道
路
、
上
下
水
な
ど
の
社
会
基
盤
、

イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
（
以
降
、
イ
ン
フ
ラ

と
呼
ぶ
）
の
整
備
の
遅
れ
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

途
上
国
、
先
進
国
に
限
ら
ず
、
政
府
が
成
長
段
階

に
応
じ
た
イ
ン
フ
ラ
を
提
供
で
き
な
け
れ
ば
、
そ

の
国
の
成
長
は
イ
ン
フ
ラ
の
供
給
水
準
に
よ
っ
て

制
約
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
。
特
に

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
時
代
に
お
い
て
は
、

イ
ン
フ
ラ
整
備
の
状
況
は
、
海
外
か

ら
の
投
資
判
断
や
輸
出
競
争
力
に
大

き
な
影
響
を
与
え
る
た
め
、
こ
れ
ま

で
以
上
に
こ
の
問
題
は
一
層
重
要
視

さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。
本
稿
で
は
イ
ン

フ
ラ
の
中
で
、
と
り
わ
け
重
要
で
あ

る
電
力
に
関
し
て
報
告
を
行
う
。

●
電
力
需
給
状
況

　

イ
ン
ド
の
二
〇
〇
四
年
の
年
間
発

電
量
は
、
米
国
、
中
国
、
日
本
、
ロ

シ
ア
に
次
い
で
第
五
位

（
六
六
万
七
七
八
二
GWh
）
で
、
イ
ン

ド
は
世
界
有
数
の
発
電
量
を
誇
っ
て

い
る
（W

orld D
evelopm

ent Indica-

tors 2007, W
orld B

ank

）。
発
電
能
力
は
、

二
〇
〇
八
年
五
月
末
時
点
に
は
一
四
万
四
五
六
五

MW
に
達
し
、
独
立
以
来
，
年
平
均
八
％
の
ス
ピ
ー

ド
で
発
電
能
力
の
追
加
が
行
わ
れ
て
き
た
。
し
か

し
人
口
一
〇
億
人
以
上
を
抱
え
、
ま
た
急
成
長
す

る
経
済
の
電
力
需
要
を
賄
う
に
は
不
十
分
な
規
模

で
あ
る
。
イ
ン
ド
の
一
人
あ
た
り
電
力
消
費
量
は
、

二
〇
〇
五
年
値
で
四
八
〇
kWh
と
、中
国（
一
八
〇
二

kWh
）
の
そ
れ
と
比
較
す
る
と
相
当
低
く
、
ア
ジ
ア

諸
国
平
均
（
六
四
六
kWh
）
や
ア
フ
リ
カ
諸
国
平
均

（
五
六
三
kWh
）
を
も
下
回
る
水
準
で
あ
る
（K

ey 

W
orld Energy Statistics 2007, IEA

）。
二
〇
〇
七

年
四
月
か
ら
二
〇
〇
八
年
三
月
末
ま
で
の
平
均
電

力
量
不
足
は
九・
八
％
、
ピ
ー
ク
時
間
帯
の
不
足

率
は
一
六・六
％
で
あ
っ
た
。

　

現
在
の
発
電
能
力
の
内
訳
は
、
種
別
で
は
、
国

内
の
石
炭
利
用
を
中
心
と
す
る
火
力
発
電
が
全
体

の
六
七
％
を
占
め
、
水
力
発
電
が
二
六
％
、
残
り

は
風
力
発
電
等
で
あ
る
。
所
有
形
態
別
で
は
、

五
五
％
が
州
政
府
に
よ
る
発
電
で
、
以
下
、
中
央

政
府
（
三
四
％
）、
民
間
（
一
一
％
）
と
な
っ
て

い
る
。
州
政
府
に
よ
る
発
電
が
全
体
の
五
割
以
上

を
占
め
る
背
景
に
は
、
そ
も
そ
も
電
力
事
業
は
州

政
府
に
よ
る
優
先
事
業
で
あ
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら

れ
る
。
一
九
四
八
年
の
「
電
力
供
給
法
」（Elec-

tricity Supply A
ct

）
に
よ
り
、
各
州
に
州
電

力
庁
（State Electricity Board

＝
Ｓ
Ｅ
Ｂ
）

が
誕
生
し
、
州
の
電
力
の
発
電
・
送
電
・
配
電
を

担
う
こ
と
と
な
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
Ｓ
Ｅ
Ｂ

が
抱
え
る
問
題
に
よ
り
（
後
述
）、
中
央
政
府
に

よ
る
発
電
や
民
間
資
本
を
活
用
し
た
発
電
へ
と
シ

フ
ト
す
る
傾
向
に
あ
り
、
第
九
次
以
降
の
五
カ
年

計
画
に
は
よ
り
一
層
、
明
確
に
そ
の
方
向
性
が
現

れ
て
い
る
。

　

電
力
需
給
の
不
均
衡
が
顕
在
化
す
る
よ
う
に

な
っ
た
の
は
、
一
九
七
〇
年
代
以
降
の
こ
と
で
あ

る
。
緑
の
革
命
以
降
の
農
業
用
電
力
の
需
要
増
加

に
加
え
、
経
済
成
長
で
工
業
部
門
や
家
庭
で
の
電

力
需
要
が
増
加
し
た
こ
と
が
原
因
で
あ
る
（
図

１
）。
さ
ら
に
二
〇
〇
〇
年
以
降
、
経
済
成
長
下

で
工
業
部
門
の
電
力
需
要
が
加
速
化
し
、
発
電
能

力
の
早
急
な
拡
大
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。
第

一
一
次
五
カ
年
計
画
下
（
二
〇
〇
七
年
～

二
〇
一
二
年
）
で
、
新
規
追
加
が
必
要
な
電
力
供

給
能
力
は
、
約
七
万
八
〇
〇
〇
MW
と
推
計
さ
れ
、

う
ち
七
割
弱
が
現
在
、
建
設
中
で
あ
る
。
こ
の
追

加
規
模
は
現
状
の
発
電
能
力
の
ほ
ぼ
半
分
に
匹
敵

し
、
そ
し
て
第
一
〇
次
五
カ
年
計
画
下
で
達
成
し

イ
ン
ド
の
電
力
セ
ク
タ
ー
─
現
状
と
課
題

特 集特 集

小
田
尚
也

図１　部門別電力消費の推移

（出所）Ministry of Power, Central Electricity Authority Homepage（www.cea.nic.in）より。
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た
新
規
追
加
能
力
の
三・五
倍
程
度
と
な
る
。

●
電
力
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
格
差

　

①
州
間
格
差

　

電
力
事
情
を
州
別
で
見
た
場
合
、
大
き
な
違
い

が
存
在
す
る
。
主
要
一
六
州
（
イ
ン
ド
全
人
口
の

九
五
％
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
八
六
％
程
度
を
占
め
る
）
の

う
ち
、
グ
ジ
ャ
ラ
ー
ト
州
、
パ
ン
ジ
ャ
ー
ブ
州
の

一
人
あ
た
り
電
力
消
費
量
は
一
〇
〇
〇
kWh
を
越
え
、

一
方
、
ビ
ハ
ー
ル
州
の
そ
れ
は
僅
か
七
五
kWh
で
あ

る
（
図
２
）。
概
ね
工
業
や
農
業
が
盛
ん
な
州
や

豊
か
な
州
で
電
力
消
費
量
が
多
く
、
貧
困
州
で
は

少
な
い
と
い
っ
た
傾
向
が
見
ら
れ
、
一
人
あ
た
り

の
州
内
生
産
額
と
電
力
消
費
量
の
間
に
は
強
い
相

関
が
あ
る
。ま
た
ハ
リ
ヤ
ー
ナ
ー
州
、パ
ン
ジ
ャ
ー

ブ
州
、
グ
ジ
ャ
ラ
ー
ト
州
と
い
っ
た
西
部
の
所
得

水
準
の
高
い
州
の
世
帯
電
化
率
は
八
〇
％
を
越
え

て
い
る
の
に
対
し
て
、東
部
の
低
所
得
州
、ビ
ハ
ー

ル
州
、
オ
リ
ッ
サ
州
、
ジ
ャ
ー
ル
カ
ン
ド
州
の
電

化
率
は
低
い
。
一
人
あ
た
り
州
内
生
産
額
を
所
得

水
準
と
捉
え
、
世
帯
電
化
率
を
イ
ン
フ
ラ
整
備
の

水
準
と
し
て
見
た
場
合
、
所
得
と
イ
ン
フ
ラ
整
備

の
間
に
強
い
正
の
相
関
が
存
在
し
て
い
る
と
言
え

よ
う
（
図
３
）。

　

②
農
村
電
化

　

二
〇
〇
八
年
三
月
末
時
点
で
、
イ
ン
ド
の
農
村

の
電
化
率
は
八
二・
二
％
と
な
っ
て
い

る
。
農
村
電
化
一
〇
〇
％
を
達
成
し
て

い
る
ア
ー
ン
ド
ラ
・
プ
ラ
デ
ー
シ
ュ
州
、

パ
ン
ジ
ャ
ー
ブ
州
、
ハ
リ
ヤ
ー
ナ
ー
州

等
が
存
在
す
る
一
方
で
、
ジ
ャ
ー
ル
カ

ン
ド
州
（
三
一・一
％
）、
オ
リ
ッ
サ
州

（
五
五・
八
％
）、
ビ
ハ
ー
ル
州

（
五
二・九
％
）
な
ど
の
後
進
州
で
は
低

い
農
村
電
化
率
に
留
ま
っ
て
お
り
、
こ

こ
に
も
格
差
が
存
在
し
て
い
る
。
全
人

口
の
七
割
が
農
村
部
に
居
住
し
て
お
り
、

農
村
に
電
力
を
供
給
す
る
こ
と
は
、
農

業
の
生
産
性
向
上
を
図
る
の
み
な
ら
ず
、

農
村
に
暮
ら
す
人
々
の
生
活
水
準
向
上

に
も
欠
か
せ
な
い
。
参
考
文
献
⑤
は
、

農
村
の
電
化
に
よ
り
一
kWh
あ
た
り
二
〇

～
三
五
ル
ピ
ー
の
農
業
付
加
価
値
が
生

ま
れ
る
と
し
て
い
る
と
報
告
し
て
い
る
。

さ
ら
に
電
化
は
農
業
生
産
へ
の
効
果
だ
け
で
な
く

児
童
の
勉
強
時
間
の
増
加
な
ど
社
会
的
効
果
も
大

き
く
、
農
村
内
に
お
い
て
、
電
化
世
帯
と
非
電
化

世
帯
間
の
単
に
経
済
的
格
差
の
み
な
ら
ず
、
社
会

的
格
差
拡
大
の
要
因
と
も
な
っ
て
い
る
。

　

注
意
を
要
す
る
の
が
、
農
村
の
電
化
が
必
ず
し

も
農
村
世
帯
の
電
化
を
表
す
こ
と
で
は
な
い
点
で

あ
る
。
現
在
の
「
農
村
電
化
」
の
定
義
は
、
⑴
村

の
一
般
居
住
区
お
よ
び
ダ
リ
ッ
ト
（
不
可
触
民
）

居
住
区
に
配
電
変
圧
器
や
配
電
線
等
の
基
礎
イ
ン

フ
ラ
が
存
在
す
る
こ
と
、
⑵
村
の
公
共
施
設
（
学

校
、
保
健
セ
ン
タ
ー
、
パ
ン
チ
ャ
ヤ
ー
ト
事
務
所

等
）
が
電
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
そ
し
て
⑶
最
低

一
〇
％
以
上
の
世
帯
が
電
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
、

で
あ
る
。
⑴
と
⑵
が
満
た
さ
れ
て
お
れ
ば
、
世
帯

レ
ベ
ル
で
一
〇
％
程
度
が
電
化
さ
れ
て
い
れ
ば
、

村
が
電
化
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
と
な
る
。
例

え
ば
ビ
ハ
ー
ル
州
の
農
村
電
化
率
は
五
〇
％
を
越

え
て
い
る
が
、
世
帯
レ
ベ
ル
で
は
依
然
と
し
て
相

当
低
い
水
準
に
あ
る
（
二
〇
〇
一
年
の
セ
ン
サ
ス

で
は
、
五・
一
％
と
い
う
低
い
水
準
で
あ
っ
た
）。

こ
の
よ
う
に
決
し
て
農
村
の
電
化
が
世
帯
レ
ベ
ル

で
の
電
化
の
現
状
を
示
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。

　

現
在
、
二
〇
〇
四
年
に
政
権
の
座
に
つ
い
た
統

一
進
歩
同
盟
（
Ｕ
Ｐ
Ａ
）
が
打
ち
出
し
た
国
家
共

通
最
低
綱
領
（N

ational Com
m
on M

ini-
m
um
 Program

＝
Ｎ
Ｃ
Ｍ
Ｐ
）
の
も
と
で

二
〇
〇
五
年
四
月
に
ス
タ
ー
ト
し
た
ラ
ジ
ー
ブ
・

ガ
ン
デ
ィ
ー
農
村
電
化
計
画
（Rajiv Gandhi 

Gram
een V

idyutikaran Y
ojana 

＝
Ｒ
Ｇ

Ｇ
Ｖ
Ｙ
）
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、
政
府
は
第
一
一

kW
h

図２　2004/05年度の州別１人あたり電力消費（kWh）

（出所）Indiastat.com （http://indiastat.com）より。

１人あたり州内総生産（ルピー）

電
化
率（
％
）

図３　１人あたり州内総生産と世帯電化率（2001年）

（出所）Census of India 2001およびIndiastat.comより作成。
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次
五
カ
年
計
画
終
了
時
ま
で
に
、
す
べ
て
の
農
村

世
帯
の
電
化
を
目
指
し
て
い
る
（Pow

er for 
A
ll by 2012

）。

●
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
格
差
が
も
た
ら
す

も
の

　

こ
れ
ま
で
の
研
究
で
は
、
こ
の
よ
う
な
イ
ン
フ

ラ
の
州
間
、
都
市
農
村
格
差
は
、
経
済
発
展
や
貧

困
削
減
に
負
の
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
と

な
っ
て
い
る
。
参
考
文
献
③
は
各
州
の
イ
ン
フ
ラ

整
備
の
違
い
が
そ
の
後
の
一
人
あ
た
り
州
内
生
産

の
水
準
を
決
定
す
る
と
実
証
し
て
い
る
。
参
考
文

献
④
は
、
イ
ン
ド
主
要
州
の
製
造
業
デ
ー
タ
を
も

と
に
各
州
の
イ
ン
フ
ラ
の
供
給
水
準
と
製
造
業
の

Ｔ
Ｆ
Ｐ
の
関
係
を
推
計
し
、
イ
ン
フ
ラ
が
整
備
さ

れ
て
い
る
州
ほ
ど
高
い
Ｔ
Ｆ
Ｐ
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

を
示
す
と
の
結
果
を
報
告
し
て
い
る
。
ま
た
貧
困

削
減
に
関
し
て
、
参
考
文
献
②
は
、
イ
ン
フ
ラ
の

整
備
状
況
が
良
い
州
で
は
貧
困
削
減
の
速
度
が
速

い
こ
と
を
実
証
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
先
行
研
究

は
、
イ
ン
ド
政
府
が
打
ち
出
す
、
格
差
を
な
く
し
、

万
人
が
成
長
を
享
受
す
る
こ
と
の
で
き
る
「
包
括

的
な
成
長
」（Inclusive grow

th

）
を
達
成
す

る
に
は
、
州
、
農
村
レ
ベ
ル
に
お
い
て
イ
ン
フ
ラ

の
整
備
が
急
務
で
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

●
イ
ン
フ
ラ
整
備
不
足
の
背
景

　

高
い
経
済
成
長
に
伴
い
、
電
力
需
要
が
急
増
し

て
い
る
と
い
う
需
要
面
の
問
題
も
あ
る
が
、
本
節

で
は
電
力
供
給
側
の
問
題
点
を
指
摘
す
る
。

　

①
中
央
・
州
政
府
の
財
政
赤
字

　

イ
ン
フ
ラ
未
整
備
の
要
因
の
一
つ
と
し
て
、
中

央
・
州
政
府
レ
ベ
ル
で
の
財
政
逼
迫
が
挙
げ
ら
れ

る
。
一
九
九
七
／
九
八
年
の
公
務
員
賃
金
引
き
上

げ
に
よ
り
、
大
き
く
財
政
は
悪
化
し
、
中
央
、
州

政
府
の
総
財
政
赤
字
は
一
九
九
八
／
九
九
年
度
以

降
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
九
％
を
越
え
、
二
〇
〇
一
／

〇
二
年
度
に
は
九・
六
％
に
達
し
た
。
し
か
し

二
〇
〇
三
／
〇
四
年
度
に
財
政
責
任
・
予
算
管
理

法
（Fiscal Responsibility and Budget 

M
anagem

ent A
ct, 2003

）
が
成
立
し
、

二
〇
〇
八
／
〇
九
年
度
末
ま
で
に
中
央
政
府
に
は

経
常
収
支
赤
字
を
ゼ
ロ
と
す
る
制
約
が
課
せ
ら
れ
、

以
降
、
財
政
赤
字
比
率
は
低
下
傾
向
に
あ
る
。
こ

の
よ
う
な
逼
迫
し
た
財
政
を
背
景
と
し
て
、
イ
ン

フ
ラ
整
備
を
含
む
開
発
支
出
の
抑
制
が
行
わ
れ
、

一
九
九
〇
年
代
初
め
に
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
九
％
を

越
え
た
政
府
投
資
は
、
二
〇
〇
二
／
〇
三
年
度
に

は
、
六・
一
％
に
ま
で
低
下
し
た
。
こ
の
た
め
十

分
な
資
本
が
イ
ン
フ
ラ
開
発
に
充
当
さ
れ
ず
、
イ

ン
ド
全
体
と
し
て
イ
ン
フ
ラ
供
給
の
成
長
が
低
い

水
準
に
留
ま
っ
た
と
い
う
こ
と
が
言
え
る
。
ま
た

貧
困
削
減
を
目
的
と
し
て
教
育
や
保
健
衛
生
分
野

で
の
政
府
支
出
の
増
大
も
あ
り
、
一
層
、
開
発
支

出
へ
の
支
出
配
分
が
低
下
し
た
こ
と
も
影
響
し
た
。

　

州
レ
ベ
ル
に
お
い
て
は
、
低
所
得
州
ほ
ど
歳
入

が
少
な
く
、
財
政
赤
字
比
率
が
高
く
な
り
が
ち
で

あ
る
。
中
央
政
府
の
逼
迫
し
た
財
政
事
情
か
ら
州

へ
の
財
政
移
転
が
伸
び
悩
む
中
、
低
所
得
州
は
、

高
所
得
州
に
比
べ
る
と
開
発
支
出
が
少
な
く
、

よ
っ
て
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
遅
れ
、
結
果
と
し
て
、

開
発
が
進
ま
ず
、
低
所
得
の
ま
ま
と
い
う
悪
循
環

に
陥
っ
て
い
る
。
五
カ
年
計
画
の
州
別
一
人
あ
た

り
計
画
支
出
と
そ
の
州
の
一
人
あ
た
り
純
州
内
生

産
額
を
見
た
場
合
、
低
所
得
州
ほ
ど
、
一
人
あ
た

り
の
計
画
支
出
が
低
い
と
い
う
傾
向
が
あ
る
。
第

一
二
次
財
政
委
員
会
（Finance Com

m
is-

sion

）
の
提
言
に
基
づ
き
、
中
央
政
府
よ
り
、
後

進
州
に
優
先
的
に
税
分
与
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、

移
転
額
は
十
分
で
な
い
。
現
状
の
開
発
計
画
で
は

イ
ン
フ
ラ
の
州
間
格
差
を
是
正
と
い
う
よ
り
、
今

後
、
一
層
格
差
が
拡
大
す
る
方
向
に
あ
る
と
言
え

よ
う
。

　

②
州
電
力
事
業
体
が
抱
え
る
問
題

　

財
政
逼
迫
に
大
き
く
影
響
を
与
え
る
の
が
、
各

州
の
Ｓ
Ｅ
Ｂ
の
赤
字
体
質
で
あ
る
（
参
考
文
献

①
）。
毎
年
大
幅
な
赤
字
を
記
録
し
、
中
央
、
そ

し
て
州
の
財
政
を
圧
迫
、
そ
の
結
果
、
電
力
を
含

む
様
々
な
公
共
部
門
へ
の
投
資
が
制
約
を
受
け
て

い
る
状
況
で
あ
る
。
二
〇
〇
六
／
〇
七
年
度
の
赤

字
額（
補
助
金
を
除
く
）は
、二
六
一
五
億
ル
ピ
ー

で
、
こ
れ
は
同
年
度
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
〇・
七
％
、

中
央
政
府
財
政
赤
字
額
の
約
一
七
％
に
匹
敵
す
る

数
字
で
あ
る
。
Ｓ
Ｅ
Ｂ
の
赤
字
の
根
本
的
な
原
因

は
、
電
力
一
kWh
あ
た
り
の
電
力
料
金
が
、
同
生
産

コ
ス
ト
の
約
八
五
％
程
度
と
い
う
回
収
率
の
低
さ

と
送
配
電
中
の
損
失
に
あ
る
。
公
共
事
業
体
に
あ

り
が
ち
な
過
剰
雇
用
と
い
う
問
題
も
あ
る
が
、
現

状
の
料
金
体
系
と
生
産
構
造
、
そ
し
て
送
配
電
シ

ス
テ
ム
が
改
善
さ
れ
な
い
限
り
、
赤
字
体
質
は
決

し
て
解
消
さ
れ
な
い
。

　

料
金
体
系
は
、
農
業
部
門
や
家
庭
利
用
の
電
気

料
金
を
低
く
、
そ
の
分
、
工
業
部
門
の
料
金
を
高
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く
設
定
し
、
工
業
部
門
の
利
ざ
や
を
家
庭
・
農
業

部
門
に
配
分
す
る
と
い
う
部
門
間
補
助
（cross 

subsidy

）
を
基
本
と
す
る
。
問
題
は
電
力
の
四

分
の
一
を
消
費
す
る
農
業
の
電
気
料
金
が
極
端
に

低
く
設
定
さ
れ
、
工
業
部
門
へ
の
高
い
電
気
料
金

か
ら
の
収
入
と
州
政
府
か
ら
の
補
助
金
を
投
入
し

て
も
全
く
収
支
が
合
わ
な
い
状
態
が
慢
性
化
し
て

い
る
点
で
あ
る
。
農
業
が
盛
ん
な
パ
ン
ジ
ャ
ー
ブ

州
や
南
部
の
タ
ミ
ル
・
ナ
ー
ド
ゥ
州
で
は
電
気
代

が
無
料
と
い
う
極
端
な
例
も
あ
る
。
工
業
部
門
へ

の
高
額
の
電
気
料
金
は
、
コ
ス
ト
に
跳
ね
返
り
、

イ
ン
ド
の
工
業
部
門
の
競
争
力
に
と
っ
て
マ
イ
ナ

ス
要
因
で
あ
る
。

　

ま
た
電
力
の
送
配
電
中
の
損
失
、

メ
ー
タ
ー
の
設
置
不
足
、
そ
し
て

電
気
料
金
の
未
回
収
な
ど
も
赤
字

を
拡
大
す
る
大
き
な
要
因
で
あ
る
。

二
〇
〇
四
／
〇
五
年
度
の
送
配
電

ロ
ス
は
、
電
力
生
産
の
三
一
％
で

あ
っ
た
。主
要
一
六
州
で
は
、ア
ッ

サ
ム
州
が
最
も
比
率
が
高
く
、
約

半
分
の
電
力
が
送
配
電
中
に
失
わ

れ
て
い
る
。
図
４
が
示
す
よ
う
に
、

一
人
あ
た
り
所
得
の
少
な
い
州
ほ

ど
、
送
配
電
損
失
が
高
い
傾
向
に

あ
る
。
州
の
財
政
的
理
由
に
よ
り
、

低
所
得
州
で
は
送
配
電
ロ
ス
が
大

き
い
と
見
る
こ
と
も
で
き
る
が
、

こ
れ
ら
の
州
に
お
け
る
電
力
公
社

職
員
の
モ
ラ
ル
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
の

低
さ
と
も
捉
え
る
こ
と
も
で
き
る

で
あ
ろ
う
。

●
お
わ
り
に

　

慢
性
的
に
赤
字
を
生
む
州
電
力
事
業
体
の
健
全

化
が
電
力
部
門
改
革
の
焦
点
で
あ
る
。
二
〇
〇
三

年
に
「
電
力
法
」
が
制
定
さ
れ
、
政
府
は
本
格
的

に
改
革
に
乗
り
出
し
た
。
同
法
は
電
力
部
門
に
お

け
る
規
制
を
大
幅
に
緩
和
し
、
市
場
原
理
を
導
入

す
る
こ
と
を
主
た
る
狙
い
と
す
る
。
Ｓ
Ｅ
Ｂ
の
再

編
や
Ｓ
Ｅ
Ｂ
が
ほ
ぼ
独
占
し
て
き
た
送
配
電
部
門

へ
の
参
入
自
由
化
を
認
め
、
ま
た
電
気
料
金
の
合

理
化
と
部
門
間
補
助
の
削
減
・
撤
廃
な
ど
、
競
争

と
選
択
を
も
た
ら
す
条
項
が
含
ま
れ
て
い
る
。
す

で
に
一
二
の
州
で
Ｓ
Ｅ
Ｂ
が
分
割
さ
れ
る
な
ど
、

改
革
に
向
け
た
動
き
が
見
ら
れ
る
が
、
長
年
に
渡

り
、
赤
字
を
垂
れ
流
し
て
き
た
電
力
部
門
の
改
革

は
容
易
で
な
く
、
今
後
の
進
展
が
注
目
さ
れ
る
。

　

改
革
の
一
方
で
問
題
と
な
る
の
が
、
電
力
部
門

を
含
む
イ
ン
フ
ラ
整
備
へ
の
投
資
で
あ
る
。
第

一
一
次
五
カ
年
計
画
の
目
標
で
あ
る
年
率
九
％
の

Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
を
達
成
す
る
に
は
、
大
規
模
な
イ
ン

フ
ラ
投
資
が
必
要
と
な
る
。
財
政
上
の
制
約
に
よ

り
、
政
府
が
カ
バ
ー
で
き
な
い
部
分
は
民
間
投
資

に
依
存
せ
ね
ば
な
ら
ず
、
計
画
委
員
会
は
イ
ン
フ

ラ
投
資
の
約
三
分
の
一
は
民
間
に
よ
る
も
の
と
計

画
し
て
い
る
。
電
力
部
門
に
関
し
て
は
、
同
計
画

下
、
新
規
投
資
に
お
け
る
民
間
の
割
合
は
二
八
％

（
一
兆
八
五
五
〇
億
ル
ピ
ー
、
二
〇
〇
六
／
〇
七

年
度
価
格
）
と
の
見
込
み
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
同

部
門
へ
の
民
間
参
加
が
伸
び
悩
む
中
、
今
後
、
い

か
に
民
間
の
資
金
を
取
り
込
ん
で
い
く
か
が
、
イ

ン
フ
ラ
整
備
を
通
じ
た
経
済
成
長
パ
タ
ー
ン
に
お

い
て
、
ひ
と
つ
の
鍵
を
握
る
こ
と
と
な
ろ
う
。

（
お
だ　

ひ
さ
や
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
地

域
研
究
セ
ン
タ
ー
）

［
付
記
］
本
文
中
で
使
用
し
た
デ
ー
タ
は
、
主
に

中
央
電
力
庁
、
計
画
委
員
会
等
の
資
料
よ
り
。
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図４　送配電損失率と州別１人あたり所得（2004/05年度値）

（出所）�Ministry of Power, Central Electricity Authority Homepage（www.cea.nic.in）、
indiastat.com（www.indiastat.com）より作成。

（注）図中のラインは、それぞれのインド全体の平均値を示す。
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